
資料５ 

自家用有償旅客運送の現状等について自家用有償旅客運送の現状等について



自家用有償旅客運送の実施状況 

○自家 有償旅客運送は 全市 村 約 割 実施され る （ 成 年 月末現在）○自家用有償旅客運送は、全市町村の約７割で実施されている。（平成２２年９月末現在）

○登録団体数については、福祉、過疎地有償運送が増加しているものの、市町村合併の影響もあり、ほぼ横ばい。車両数については年々増加し
ている。 
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自家用有償旅客運送の市町村有償、過疎地有償運送、福祉有償運送の全体に占める割合 
 

団体数は福祉有償運送の数が全体の８割弱を占め 過疎地有償運送の団体と供に年々増加傾向団体数は福祉有償運送の数が全体の８割弱を占め、過疎地有償運送の団体と供に年々増加傾向。
市町村については市町村合併の影響もあり、団体数自体は年々減少傾向である。 
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運営協議会の設置数について 

○運営協議会の設置数は福祉と過疎を併せて７２６地域（同一市町村が複数の運営協議会に所属している場合を含む） 
○近年は市町村合併の関係もあり数としては横ばい状態。 

過疎地有償運送運営協議会 福祉有償運送運営協議会 全体
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自家用有償旅客運送の運送回数及び利用する会員数（福祉有償運送に限る）の推移 

○福祉有償運送 登録会員数は 要介護者が最も多く イ 身体障害者 そ 他肢体不自由等 要支援者と続く○福祉有償運送の登録会員数は、ロ．要介護者が最も多く、イ．身体障害者、ニ．その他肢体不自由等、ハ．要支援者と続く。
○福祉有償運送の場合、会員１人当たり年間約１７．６４回有償運送を利用している。（平成１８年度～２０年度の平均） 
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※輸送実績報告提出団体数 
福祉有償運送＝H18年度（１，３９０）、H19年度（１，４０８）、H20年度（１，７７９） 

福祉有償運送の会員数合計（１２１，１０７人）  福祉有償運送の会員数合計（１２１，８４７人）  福祉有償運送の会員数合計（１６０，６６４人） 
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福祉有償運送の今後の需要予測 
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○身体障害者や要介護認定者数は年々増加傾向であ
る。 
 

福 事業者 自家 有償旅客 送者 車

身体障害者及び要介護者数等の推移 
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両数についても年々着実に増加しているものの、必要
な介助等を連続して、又は一体として行われる個別的
な輸送サービスによる移動が、タクシー等の公共交通
機関 必ず も充分 提供され な
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機関のみによっては、必ずしも充分に提供されていな
い状況にある。 
 
○このため、福祉タクシーや自家用有償旅客運送の需
要は今後益々高まるものと思料   出典：「身体障害児・者実態調査」、「知的障害児（者）基礎調査」、「介護保険事業状況報告ほか」（厚生労働省より） 

       ※ 身体障害（児）者及び知的障害者数については、５年ごとの調査である。 要は今後益々高まるものと思料。
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過疎地有償運送等の今後の需要予測 
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○過疎地有償運送は、過疎地などにおいて、タクシーなど公共交
通機関によっては地域住民の輸送が確保されない地域において
行われる輸送である。（過疎地有償運送等に供される車両数は
年々増加傾向にある ）

高齢者人口将来予測
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年々増加傾向にある。） 
 
○「高齢者人口将来予測」によると、年々少子高齢化は進んでお
り、また過疎地域は現在全市区町村の４割を超えているのが現
状。（過疎地域の面積は日本全体の面積の５割を超える。） 
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○さらに、乗合バスの路線廃止状況を見ると毎年２，０００㎞近く
の路線が廃止されているのが現状。 
 
○このため、公共交通機関によっては地域住民の輸送が確保さ
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出典：日本の将来推計人口「平成１８年１２月推計」 （国立社会保障・人口問題研究より） 

れない地域が今後増えることが予想されるため、過疎地有償運
送の需要は高まるものと考えられる。 

乗合バスの路線廃止状況（高速バスを除く）自家用有償旅客運送（過疎・交通空白）の登録・車両数の推移 過疎関係市区町村の割合
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出典：国土交通省自動車交通局旅客課データより 出典：国土交通省自動車交通局旅客課データより 



自家用有償旅客運送における事故等の状況について 

１千万キロあたりの事故数（死亡、負傷）について、公共交通機関等及び貨物運送業との比較 
全事故件数（死亡、負傷） 
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  平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

乗合バス 3,213 2,974 2,825 
貸切バス 467 440 413 
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ハイタク 26,704 26,219 24,030 
トラック 30,311 27,349 24,217 

自家用有償 63 59 32 
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平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

自家用有償 
  平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

乗合バス 3,013,347 3,031,001 3,046,438
貸切バス 1,708,699 1,699,166 1,697,060
ハイタク 15,199,604 14,854,303 14,264,090
トラック 73,103,375 74,271,278 72,147,924

自家用有償旅客運送の種類別事故数等 
提出率 

平成１８年度  平成１９年度 平成２０年度
自家用有償 68,907 67,149 71,742

死者数 交通事故 
  平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

市町村 0 0 0
過疎地 0 0 0
福祉 2 1 0

年度合計 2 1 0

  平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

市町村 89 85 65
過疎地 1 1 3
福祉 121 116 126

年度合計 211 202 194

  平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

市町村 44% 55% 66% 
過疎地 34% 28% 56% 
福祉 65% 61% 76% 

年度合計 59% 59% 74% 

※乗合バス～トラックまでの数字について 事故件数は、「交通事故統計年
報：（財）交通事故総合分析センター」による。 走行距離は「自動車輸送統計
年報：国土交通省総合政策局情報安全・調査課」による。 トラックは、軽自動
車を除く。 
※自家用有償運送の数字について 事故件数及び走行距離は、自家用有償

  平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

市町村 29 19 14
過疎地 0 1 0

  平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

市町村 2 2 1
過疎地 0 0 0

負傷者数 重大事故数 

※自家用有償運送の数字に いて 事故件数及び走行距離は、自家用有償
旅客運送輸送実績報告書による。報告書の提出率は上記図の通り。 

過疎地 0 1 0
福祉 32 38 18

年度合計 61 58 32

過疎地 0 0 0
福祉 6 3 2

年度合計 8 5 3



自家用有償旅客運送に関するアンケート結果 
（福祉有償運送 過疎地有償運送）（福祉有償運送、過疎地有償運送）



自家用有償旅客運送に関するアンケート結果について 

１．目的 
交通基本法の制定に向けた取り組みや地方分権などの昨今の情勢に伴い、自家用有償旅客運送制度の見直し検討のた
めの自家用有償旅客運送者の実態把握を実施。 
 
２．調査方法：アンケート調査 

査 象者 自家 有償旅客 送者 社会福祉法 等   調査対象者：自家用有償旅客運送者（NPO、社会福祉法人等）
   配布先の選定：各運輸支局等において、運送団体を選別（各運輸支局等の配布数については本省から 
                          各モード毎に指示） 
   配布および回収方法：配布については、各運輸支局等より、選別した管轄団体に送付。 

収 は 主 体から各運輸支局等 送付                 回収については、主に団体から各運輸支局等にＦＡＸにて送付。
 
３．有効回答数 
   回収数：６０２票 

（福祉有償運送 票 過疎地有償運送 票）    （福祉有償運送５６５票、過疎地有償運送４１票）
 
４．実施の流れ 
   ２０１０年  ８月 アンケート調査実施のため、アンケート項目の検討及び策定 

年 月 各運輸支局より 団体に対し ケ ト票を送付   ２０１０年 ９月 各運輸支局より、団体に対してアンケート票を送付 
   ２０１０年１０月  団体よりアンケート票を回収 
   ２０１０年１２月  （福祉有償運送・過疎地有償運送の）アンケート結果の精査・集計作業終了  



回答者の属性 
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うち過疎地有償運送４１票

（３００団体） 

45.0%
医療法人 

その他 
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※福祉と過疎両方行 ている団体が で 団体 社会福祉法人で 団体 農業協同組合で 団体

・うち過疎地有償運送４１票
（全過疎地有償運送者７０団体の５８．５％） 

 
 

                           （団体数は平成２２年９月末現在） 
※福祉と過疎両方行っている団体がＮＰＯで１団体、社会福祉法人で２団体、農業協同組合で１団体
あったため、重複分を省いている。 

２．福祉有償運送と過疎地有償運送の内訳 
福祉有償運送  過疎地有償運送 0.4%  1.6%  3 0% 0 0%（２団体）

（９団体） 
（１７団体） 2.4% 0 0% 0 0%

0.2% 
3.0%  0.0%

NPO 

社会福祉法人 

一般社団法人等 

農業協同組合

（１団体） 

（２団体）  （１７団体） 
2.4% 

2.4% 0.0% 0.0% 2.4%
NPO

社会福祉法人 

一般社団法人等 

（１団体） 
（１団体） 

（１団体） 

48.6% 

46.2% 

農業協同組合

消費生活協同組合 

医療法人 

その他 

（２７５団体） 

（２６１団体） 

63.5% 29.3% 
農業協同組合 

消費生活協同組合 

医療法人 

その他

（２６団体） 
（１２団体） 

合計 
その他



運営協議会において合意を得るまでに要した開催回数及び月数 

○運営協議会において 登録を得るまでに要した回数は「１回」が６割以上である○運営協議会において、登録を得るまでに要した回数は「１回」が６割以上である。 
○２回以上開催される場合、合意を得るまで６ヶ月以上かかるケースが約半数。 

１．合意を得るまでに要した開催回数（福祉＋過疎）  2.3%  6.0% 
411

250 

300 

350 

400 

450 

12 8%

6.8% 
１回 

２回 

３回

73 
39 

13 
34 

0

50 

100 

150 

200 

72.1% 

12.8% ３回 

４回 

５回以上 

２．２回以上開催した場合において、合意を得るまでに要した月数

0 
１回  ２回  ３回  ４回  ５回以上 

37 

30

44 

29
35 
40 
45 
50 

7.3% 

24.5%

19.2% 
１月未満 

３ヶ月未満 

11 

30 29

10 
15 
20 
25 
30 

24.5%

29.1% 

６ヶ月未満 

１年未満 

１年以上 

0 
5 

１月未満  ３ヶ月未満  ６ヶ月未満  １年未満  １年以上 

19.9% 



福祉有償運送における状況 
合意を得るまでに要した開催回数  ２回以上開催した場合において、合意を得るまでに要した月数 

6.5% 

2.2%  4.9% 

１回 

２回
（３５団体） 

（１２団体） 
（２６団体） 

8.0%

18.1% 
１月未満 

（１１団体） 

（２５団体） 

73.1% 

13.3% 
２回

３回 

４回 

回以上

（７１団体） 

（３９１団体） 

24.6% 

29.0%

３ヶ月未満 

６ヶ月未満 

１年未満 

（３４団体） 

５回以上 20.3%
１年以上 

（２８団体） 

（４０団体） 

過疎地有償運送における状況 
合意を得るまでに要した開催回数  ２回以上開催した場合において、合意を得るまでに要した月数 

0 0% （０団体）

22.9%  １回 

２回 
（８団体） 

0.0%

23.1% 
30.8% 

１月未満 

（０団体）

（３団体） 

57.1% 

11.4% 

2.9%  ３回 

４回 

５回以上 

（２０団体） 

（４団体） 

（１団体） 

15.3% 
30.8%

３ヶ月未満 

６ヶ月未満 

１年未満 
（２団体） 

（４団体）

5.7% 
（２団体） 

１年以上 （４団体）



運営協議会においては、構成員からの反対により合意形成がなされない場合がある。 
反対を行 た構成員は 般旅客自動車運送事業者が 番多く 次いで運転者団体等であ た

運営協議会において合意に至らなかった際に反対を行った構成員及び反対意見内容 

反対を行った構成員は、一般旅客自動車運送事業者が一番多く、次いで運転者団体等であった。

0 8%
9.7% （１２団体） 

5 9%
13.7% 

（９団体）（２１団体）

合意に至らなかった際に反対を行った構成員  反対意見内容 

4.8%

14.5% 

0.8% 

一般旅客自動車運送事業者 

住民又は旅客 

運転者団体等 
（１８団体） 

（１団体） 
22.9% 

5.9%

12.4% 
運送事業者の車両で足りている 

需要無し 

安全面に問題 

対価 運転者要件等に問題

（３５団体） 

（９団体）

（１９団体） 

（２１団体）

福祉有償運送

70.2% 
4.8%

既登録団体 

その他 （８７団体） 
（６団体）  17.6% 27.5% 

対価、運転者要件等に問題 

書類不備 

その他 
（２７団体） （４２団体） 

13 6%
福祉有償運送

14.8% 

0.9%  10.4% 
一般旅客自動車運送事業者 

住民又は旅客 

運転者団体等 

22.1% 

5.0%

13.6% 

13.6%
運送事業者の車両で足りている 

需要無し 

安全面に問題 

対価、運転者要件等に問題 

（３１団体） 

（ 体）

（１９団体） 

（１９団体） 

（１７団体） 

（１団体） 
（１２団体） 

69.6% 4.3%  既登録団体 

その他 

18.6% 27.1% 

対価、運転者要件等 問題

書類不備 

その他 

（７団体）

（２６団体） 
（３８団体） 

（８０団体） 
（５団体） 

過疎地有償運送 

11.1% 

11.1% 
0.0%  0.0% 

一般旅客自動車運送事業者 

住民又は旅客 

運転者団体等
（７団体） 

（７団体） 

30.8% 

0.0%  15.4% 
運送事業者の車両で足りている 

需要無し 

安全面に問題 
（４団体） 

（２団体） 

77.8%
運転者団体等

既登録団体 

その他 

（７団体）  15.4% 

7.6% 

30.8% 対価、運転者要件等に問題 

書類不備 

その他 

（２団体） 

（１団体） 

（４団体） 



使用車両の内訳及び実稼働車両数について 

○自家用有償旅客運送に供される車両のうち ４割以上が運転者の持ち込み車両であった

所有車両数と持ち込み車両の割合  使用車両数と実稼働車両の割合 

○自家用有償旅客運送に供される車両のうち、４割以上が運転者の持ち込み車両であった。
○また、自家用有償旅客運送に供される車両のうち、全体の２割弱は実質未稼働状態である。 

54.7% 45.3%  所有車両 

持ち込み車両（１，９０３台） 
（２ ２９９台）

82.8%

17.2% 
実質稼働車両 

実質未稼働車両 

（７２４台） 

（２，２９９台） 

福祉有償運送

（３，４７８台） 
回答のあった 
５５０団体の割合 

回答のあった 
５５０団体の割合 

55.9% 
44.1%  所有車両 

持ち込み車両 
（２ ２２７台）

（１，７５５台） 
83.4%

16.6% 

実質稼働車両 

実質未稼働車両 

（６６０台） 

（２，２２７台） 

過疎地有償運送

（３，３２２台） 
回答のあった 
５１３団体の割合 

回答のあった 
５１３団体の割合 

32.7% 

67 3%

所有車両 

持ち込み車両 
（７２台） 

過疎 有償 送

70.9% 

29.1% 

実質稼働車両 

実質未稼働車両 

（６４台） 

67.3% 
（１４８台） 

（１５６台）
回答のあった 
３７団体の割合  回答のあった 

３７団体の割合 



所属運転者の稼働状況について 

○団体に所属する運転者のうち、実質稼働している運転者数は全体の３/４程度であった。

所属運転者数と実稼働者数の割合 

26 0%

参考：運転者１人あたり及び車両１あたりの年間輸送状況 

 

74.0% 

26.0%

実質稼働運転者 

未稼働運転者
（５ ３１５人）

（１，８６７人）    回収したアンケートにおいて、会員

数、車両数、運転者数の３つの項目全
てにご回答を頂いた団体は ５３７団体（５，３１５人）

福祉有償運送

てにご回答を頂いた団体は、５３７団体
であった。また、５３７団体のそれぞれ
の数字の合計は以下のとおり。 

回答のあった 
５５０団体の割合 

74.4% 

25.6% 
実質稼働運転者 

未稼働運転者

（１，７３０人） 

福祉有償運送

登録会員数合計  ６１，８２５人 

車両数合計（実質稼働数）   ３，４１３台 
未稼働運転者

（５，０３９人） 

過疎地有償運送

運転者合計（実質稼働数）   ５，２０８人 回答のあった 
５１３団体の割合 

66.8% 
33.2%  実質稼働運転者 

未稼働運転者 
（２７６人）

（１３７人） 

過疎地有償運送
このため、

車両１台あたり１８．１１人の会員を運送し、
運転者１人あたり１１．８７人の会員を運送

ると考えられる
（２７６人） 

していると考えられる。
回答のあった 
３７団体の割合 



運転者に支払われる対価 

自家用有償旅客運送に運転者として所属する者は 介護福祉士やヘルパ 有償・無償ボランティア（協力会員含む） 派遣

8.1% （３０団体） 

自家用有償旅客運送に運転者として所属する者は、介護福祉士やヘルパー、有償・無償ボランティア（協力会員含む）、派遣
職員、その他団体関係者等様々である。 
 
 ○アンケート結果によると、運転者に対して支払われる
平均対価は１人あたり１時間９４０円であった。

福祉及び過疎地有償運送の運転者の雇用形態等別平均時給等 
平均７６３円 

6.5%

①雇用契約者のみ 

平均１，１２９円 （２４団体） 
※金額は平成２１年度実績 
（参考：平成２１年度最低賃金の全国加重平均７３０円） 
 
○また、運転者は主に団体に雇用契約されているヘル

50.7% 
34.7% 

②有償ボランティアのみ 

③無償ボランティアのみ 

④．①～③が混在 

（１８７団体） 
（１２８団体） 

パーなどの職員が運転業務も兼務する形で行っている
ケースが５０．７％と最も多い。 
 
○ほとんどの団体はいくらかの対価を運転者に支払っ 平均７０８円 
ており、全くの無償ボランティアのみの団体は全体の
６．５％程度であった。 

福祉有償運送の運転者の雇用形態等別平均時給等  過疎地有償運送の運転者の雇用形態等別平均時給等 

※アンケート結果によると①、②、④の平均は９４０円/時給 

平均７８４円

20.0% 
①雇用契約者のみ

6.6% 
7.4% 

①雇用契約者のみ

平均１，１３７円 
平均７８４円

平均６２２円 
（３０団体） 

（２４団体） 

平均９２５円 

（４団体）

35.0%

40 0%

5.0% 

①雇用契約者のみ 

②有償ボランティアのみ 

③無償ボランティアのみ 

④．①～③が混在 

51.6% 
34.4% 

①雇用契約者のみ

②有償ボランティアのみ 

③無償ボランティアのみ 

④．①～③が混在 

（１団体） 

（１２０団体）

（１８０団体） 

（７団体） 

（４団体）

40.0%

平均６８６円 

（１２０団体）

平均１，０２５円 

（８団体） 



自家用有償旅客運送の１団体あたりの年間収支構成 

自家用有償旅客運送は ほとんど 団体 お 赤字 ある 年間収支率は平均自家用有償旅客運送は、ほとんどの団体において赤字である。年間収支率は平均６５．４％。 

福祉有償運送 
（１１１団体の平均）

過疎地有償運送 
（１０団体の平均）

福祉と過疎地の平均
（１２１団体の平均） （１１１団体の平均） （１０団体の平均）

収入  ３，６０６，６０３円 

（１２１団体の平均）

１，８４９，５１０円 ３，４６１，３８９円 
【金額】  【金額】  【金額】 

費用 

運転者 件費

５，４４９，６１９円（１００％） 

２ ６７２ ２５７円（ ０％）

３，５２１，０４２円（１００％） 

１ ９８５ １２０円

５，２９０，２３２円（１００％） 

２ ６１５ ４６９円

【金額】  【構成比率】  【金額】  【金額】 【構成比率】  【構成比率】 

運転者の人件費 

燃料油脂費 

２，６７２，２５７円（４９．０％）

 ５３４，３５５円（９．８％） その他の者の人件費 

６９８，６５７円（１２．８％） 

１，９８５，１２０円（５６．４％） 

４２２，７０６円（１２．０％） 

４００，３１２円（１１．４％） 

２，６１５，４６９円（４９．４％）

５２５，１２８円（９．９％） 

６７４，０００円（１２．８％）

車両償却費   ４７２，５９３円（８．７％） 

保険料   ２４１，９８３円（４．４％） 

３５３，６６８円（１０．０％） 

１３０，７９６円（３．７％） 

４６２，７６４円（８．８％） 

２３２，７９４円（４．４％） 

事務費等  ４３３，５２２円（８．０％） 

その他経費   ３９６，２５１円（７．３％） 

１９７，８７５円（５．６％） 

３０，５６５円（０．９％） 

４１４，０４７円（７．８％） 

３６６，０２９円（６．９％） 

※収入及び各費用項目全てに回答のあった団体の数値を計上。 

収支差 
△１，８４３，０１６円 

収支率６６．２％ 
△１，６７１，５３２円 

収支率５２．５％ 
△１，８２８，８４３円 

収支率６５．４％ 



自家用有償旅客運送の維持費用の負担状況等 

○自家用有償旅客運送を行う団体は、年間の運送費用が運送収入を上回っており、赤字状態となっている。 
○このため 赤字を他事業収入等で補填を行 たり 運転者等に対して車両の持ち込みなどをお願いすることにより運送を行 ている○このため、赤字を他事業収入等で補填を行ったり、運転者等に対して車両の持ち込みなどをお願いすることにより運送を行っている。

１団体あたりの年間収支率  赤字補填方法等 

収入 

費用 
年間収支率 

約３４６万円 

約５２９万円 赤字補填 

○他の事業収入で補填(305団体) 
     ・介護事業収入による補填など 

○公的補助で補填(185団体)

６５．４％
○公的補助で補填(185団体)
     ・自治体等からの補助 
     ・赤い羽根共同募金など 

アンケート結果によると、 
  ・赤字をそのまま計上している団体（６３団体） 
  ・その他（４４団体）寄付金、銀行からの借り入れ等 
                            等が存在。     

運

運転者に対して 
お願いしている負担 

（参考）大臣認定講習の費用負担割合 

5 5% 3.5%（３３） （２１）

59.2% 28.2% 

12.6%

車両の持ち込み 

ガソリン代等 

その他 
（７８）

（３５） 

転
者
の
負
担 

（１６４） 
84 9%

6.1% 

5.5% 3.5%

登録団体が全額 

運転者本人が全額 

団体と運転者が折半

（３３）

（３６） 

（２１）

（７８）

※複数回答含む。  ※回答のあった 
５９６団体の割合 

回答のあった 
２４７団体の割合 

84.9% 団体と運転者が折半 

その他 
（５０６） 



運送を行うにあたっての主な苦労等 

団体が運送行為を行うなかで感じた「主な苦労」は 運送に対する費用面が 番多く 次いでボランティア等の人材確保面で団体が運送行為を行うなかで感じた「主な苦労」は、運送に対する費用面が一番多く、次いでボランティア等の人材確保面で
の苦労が多い。（回答のあった２９０団体の合計（複数回答あり） 

主な意見 
○運送に対する費用面

200 

○運送に対する費用面

運送収入のみでは、運送費用を賄えないため、運送費用をどのような形で捻出する
かが難しい等 
 
○運送行為の安全性 
特に福祉の場合は、障害などを負っている者の輸送のため健常者に比べて慎重に
行わないといけない等

177 

160 

180 

行わないといけない等
 
○ボランティア等の人材確保面 
少子高齢化に伴い運転手のなり手が少ないこと、（１種免許保有者の場合）大臣認定
講習の実施機関が少ないこと等 114 120 

140 

○運転者の苦労 
特に福祉の場合は、乗降時の介助の苦労があったり、病院での待ち時間が長い。ま
た、旅客から直接苦情を言われる等 
 
○苦情対応面 
運送のノウハウが少ないため 苦情の対応に苦慮する等

80 

100 

運送のノウハウが少ないため、苦情の対応に苦慮する等
 
○運営協議会における合意等 
運営協議会での合意を得るのが大変 
 
○事務の繁雑性 
運輸支局や運営協議会に提出する書類が多く 作成するのが大変等

29 
21

60

40 

60 

運輸支局や運営協議会に提出する書類が多く、作成するのが大変等
 
○その他 
・運送の区域など運営協議会で合意を得ないといけないものが多く、旅客のニーズに
素早く対応出来ない 

21 

7  8 
14 

0 

20 

・登録会員の減少により、将来的に運送行為を継続していけるかが不安 
 
・乗降場所の確保が困難 
                  等 



自家用有償旅客運送制度に対する要望 

自家用有償旅客運送制度に対する要望は 運送行為に対して国や自治体から金銭的な補助を行って欲しいという意見が一自家用有償旅客運送制度に対する要望は、運送行為に対して国や自治体から金銭的な補助を行って欲しいという意見が
番多く、次いで運送の対価の１/２程度目安の基準を撤廃して欲しいという意見であった。 
（回答のあった５８団体の合計（複数回答あり） 

30 

24 25 

20 

15 

11 
10 

9 10 

3 

5 
6 

5 

1  1 

0 
合意の撤廃  更新制の撤廃  更新期間の延長  運送の対価の１/２程度目安の撤廃  旅客の範囲緩和  運送の区域緩和  補助金  事務の簡素化  その他 


